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(百万円未満四捨五入)
１．2025年３月期の連結業績（2024年４月１日～2025年３月31日）
（１）連結経営成績 (％表示は対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する

当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2025年３月期 159,227 17.9 29,466 78.7 29,504 47.5 26,245 31.5

2024年３月期 135,006 8.8 16,493 71.9 20,007 76.0 19,954 78.3
(注) 包括利益 2025年３月期 27,587百万円( △9.8％) 2024年３月期 30,577百万円( 140.3％)

１株当たり
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり
当期純利益

自己資本
当期純利益率

総資産
経常利益率

売上高
営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

2025年３月期 378.35 375.33 28.6 15.4 18.5

2024年３月期 287.86 285.52 30.9 13.4 12.2
(参考) 持分法投資損益 2025年３月期 39百万円 2024年３月期 24百万円

（２）連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

2025年３月期 209,037 105,142 50.0 1,505.29

2024年３月期 174,791 79,899 45.4 1,145.39
(参考) 自己資本 2025年３月期 104,432百万円 2024年３月期 79,418百万円

（３）連結キャッシュ・フローの状況
営業活動による

キャッシュ・フロー
投資活動による

キャッシュ・フロー
財務活動による

キャッシュ・フロー
現金及び現金同等物

期末残高
百万円 百万円 百万円 百万円

2025年３月期 37,727 △5,258 2,287 90,140

2024年３月期 27,405 △1,919 571 55,386

２．配当の状況

年間配当金 配当金総額
(合計)

配当性向
(連結)

純資産
配当率
(連結)第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

2024年３月期 － 5.00 － 15.00 20.00 1,387 6.9 2.1

2025年３月期 － 20.00 － 30.00 50.00 3,469 13.2 3.8

2026年３月期(予想) － 20.00 － 20.00 40.00 18.5

３．2026年３月期の連結業績予想（2025年４月１日～2026年３月31日）

(％表示は、対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する当期純利益

１株当たり当期純
利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通 期 158,000 △0.8 21,000 △28.7 21,000 △28.8 15,000 △42.8 216.24



※ 注記事項

（１）期中における連結範囲の重要な変更 ： 無

新規 －社 (社名) 、除外 －社 (社名)

（２）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 有

② ①以外の会計方針の変更 ： 無

③ 会計上の見積りの変更 ： 無

④ 修正再表示 ： 無

（３）発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む) 2025年３月期 69,385,551株 2024年３月期 69,345,051株

② 期末自己株式数 2025年３月期 9,411株 2024年３月期 9,053株

③ 期中平均株式数 2025年３月期 69,367,047株 2024年３月期 69,318,044株

(参考) 個別業績の概要
１．2025年３月期の個別業績（2024年４月１日～2025年３月31日）
（１）個別経営成績 (％表示は対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2025年３月期 126,998 21.1 20,127 61.6 21,574 35.9 19,184 27.5

2024年３月期 104,852 22.6 12,451 104.5 15,870 86.4 15,048 78.7

１株当たり
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

円 銭 円 銭

2025年３月期 276.55 274.35

2024年３月期 217.09 215.32

（２）個別財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

2025年３月期 168,558 81,605 48.2 1,171.49

2024年３月期 144,166 64,255 44.4 922.89

(参考) 自己資本 2025年３月期 81,273百万円 2024年３月期 63,989百万円

※ 決算短信は公認会計士又は監査法人の監査の対象外です

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項
本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判
断する一定の前提に基づいており、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の
前提となる条件及び業績予想のご利用にあたっての注意事項等については、決算短信(添付資料)５ページ「今後の
見通し」をご覧ください。
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１．経営成績等の概況

（１）当期の経営成績の概況

当連結会計年度の業績は以下のとおりです。 （単位：百万円）

前連結会計年度 当連結会計年度当連結会計年度当連結会計年度当連結会計年度当連結会計年度 増減額 増減率

売上高 135,006 111115555599999,,,,,222222222277777 24,221 17.9％

営業利益 16,493 2222299999,,,,,444446666666666 12,973 78.7％

経常利益 20,007 2222299999,,,,,555550000044444 9,497 47.5％

親会社株主に帰属する
当期純利益

19,954 2222266666,,,,,222224444455555 6,291 31.5％

当連結会計年度の為替レートは以下のとおりです。

前連結会計年度 当連結会計年度当連結会計年度当連結会計年度当連結会計年度当連結会計年度 差額

期末レート (連結会計年度末)(注1) 151.41円/US$ 111114444499999.....5555522222円円円円円/////UUUUUSSSSS$$$$$ 1.89円 円高

売上高平均レート(連結会計年度)(注2) 143.58円/US$ 111115555500000.....0000000000円円円円円/////UUUUUSSSSS$$$$$ 6.42円 円安

(注1)未入金かつ未予約のドル建売上高は当連結会計年度末のレートでもって円換算しております。

(注2)売上高平均レートは、「為替予約済レートを含む円換算売上高総額」÷「ドル建て売上高総額」であります。

（概況）

当連結会計年度の世界経済は大きな課題を抱えながらも底堅く成長を続けており、我が国経済も好調な企業業績・設

備投資に支えられて良好な状態が続きましたが、グローバル的な不確実性は依然として高い水準にありました。

世界の新造船市場においては、2021年以降は受注量が竣工量を大きく上回る状況が続き、日本造船所はおよそ3.5～４

年分の受注残を確保しておりますが、中国造船所は竣工量、受注量、手持工事量が載荷重量トン（ＤＷＴ）で、それ

ぞれ世界全体の55.7％、74.1％、63.1％と15年連続で世界一になる強大な存在となりました。

当連結会計年度の経営成績は、中核である新造船事業において、売上高平均為替レートが前期比６円42銭の円安であ

ったことに加えてハンディ型撒積運搬船の大量連続建造効果により建造量が期初計画より増加し、修繕船事業、鉄

構・機械事業においては構造改革が順調に進捗した結果、売上高は159,227百万円、営業利益は29,466百万円、経常利

益は29,504百万円、税金等調整前当期純利益は29,590百万円、親会社株主に帰属する当期純利益は26,245百万円とな

りました。
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＜セグメント別概況＞

（単位：百万円）

売上高 営業利益(△は損失)

前連結
会計年度

当連結当連結当連結当連結当連結
会計年度会計年度会計年度会計年度会計年度

増減額 増減率
前連結
会計年度

当連結当連結当連結当連結当連結
会計年度会計年度会計年度会計年度会計年度

増減額 増減率

新造船 102,834 111112222222222,,,,,888887777777777 20,043 19.5％ 16,780 2222277777,,,,,555557777722222 10,792 64.3％

修繕船 18,990 2222233333,,,,,000004444411111 4,051 21.3％ 1,766 33333,,,,,666663333366666 1,870 105.8％

鉄構・機械 6,858 66666,,,,,222222222255555 △633 △9.2％ △122 111111111155555 237 －

その他 6,324 77777,,,,,000008888844444 760 12.0％ 511 888883333366666 325 63.6％

計 135,006 111115555599999,,,,,222222222277777 24,221 17.9％ 18,935 3333322222,,,,,111115555599999 13,224 69.8％

消去又は全社 － －－－－－ － － △2,442 △△△△△22222,,,,,666669999933333 △251 －

連結 135,006 111115555599999,,,,,222222222277777 24,221 17.9％ 16,493 2222299999,,,,,444446666666666 12,973 78.7％

〈新造船事業〉

当連結会計年度の売上高は122,877百万円（前年同期比19.5％増）、営業利益は27,572百万円（前年同期比64.3％増）

となりました。資機材価格の高騰や人件費の大幅な上昇があったものの、ドル円相場が円安水準で推移したこと、当

期のグループ中核商品と位置付けているハンディ型撒積運搬船の連続・大量建造により建造量が期初計画より増加し

たこと、海外を含めたサプライチェーンの再編や設計・製造・調達など関係者一丸となった原価削減活動により想定

以上の原価削減効果が出たこと等により、前期比で大幅な増収増益となりました。

当連結会計年度におきましては、ハンディ型撒積運搬船23隻に加えて、地球環境に配慮したＬＰＧ燃料対応大型ＬＰ

Ｇ・アンモニア運搬船（ＶＬＧＣ）１隻およびＬＮＧ二元燃料大型撒積運搬船１隻を完工し、ＶＬＧＣ２隻および大

型撒積運搬船10隻、ハンディ型撒積運搬船10隻を受注した結果、当連結会計年度末の受注残高は394,070百万円（前年

同期比26.8％増）となりました。

〈修繕船事業〉

佐世保重工業株式会社と函館どつく株式会社が担う修繕船事業において、当連結会計年度の売上高は23,041百万円

（前年同期比21.3％増）、営業利益は3,636百万円（前年同期比105.8％増）となりました。主力の国内艦艇修繕工事

が順調に完工したことに加えて、佐世保重工業株式会社においては、新造船部門から修繕船部門に移籍した人員の技

術・技能習熟度の向上により事業基盤の強化が進み、技術難易度が高い民間船の大型修繕工事や米軍艦艇にも積極的

に取り組み、函館どつく株式会社においては海上保安庁巡視船「えちご」の修復工事を14ヵ月にわたり実施し完工す

るなど、両社の操業量が拡大し利益率も改善した結果、前期比で大幅な増収・増益となりました。

当連結会計年度末の受注残高は5,324百万円（前年同期比50.3％減）となりました。

なお、復旧工事後の巡視船「えちご」は35年前の新造船建造時の性能を取り戻し、これに対して海上保安庁第九管区

保安本部長より感謝状を賜りました。
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〈鉄構・機械事業〉

当連結会計年度の売上高は6,225百万円（前年同期比9.2％減）、営業利益は115百万円（前年同期は122百万円の営業

損失）となりました。鉄構橋梁部門において2023年７月に発生させました橋桁落下事故は、再発防止策を講じて慎重

に施工を実施し、本年３月に竣工・引渡を完了いたしましたが、同部門の操業量や新規受注量は減少の止む無きに至

りました。舶用機械部門においては、主力の舶用エンジン向けクランクシャフトの事業環境が改善し、課題であった

原材料費の高騰対策についても調達先の多様化を進めたコスト削減に加え、生産効率の改善等により黒字転換を達成

し、鉄構・機械事業としても営業利益を確保いたしました。

当連結会計年度末の受注残高は5,403百万円（前年同期比21.8％減）となりました。

〈その他事業〉

当連結会計年度の売上高は7,084百万円（前年同期比12.0％増）、営業利益は836百万円（前年同期比63.6％増）とな

りました。

当連結会計年度末の受注残高は1,696百万円（前年同期比16.4％減）となりました。

（２）当期の財政状態の概況

（単位：百万円）

前連結会計年度末
(2024年３月31日)

当連結会計年度末当連結会計年度末当連結会計年度末当連結会計年度末当連結会計年度末
(((((22222000002222255555年年年年年３３３３３月31日)月31日)月31日)月31日)月31日)

増減

総資産 174,791 222220000099999,,,,,000003333377777 34,246

負債 94,892 111110000033333,,,,,888889999955555 9,003

(内有利子負債) (12,760) (((((1111177777,,,,,777772222266666))))) (4,966)

純資産 79,899 111110000055555,,,,,111114444422222 25,243

自己資本比率 45.4％ 5555500000.....00000％％％％％ 4.6ポイント

有利子負債比率 16.1％ 1111177777.....00000％％％％％ 0.9ポイント

当連結会計年度末の総資産は、業績の大幅な改善に加え、新造船の受注増による現預金の増加により、前連結会計年

度末に比べて34,246百万円増加し、209,037百万円となりました。

負債は、新規受注案件の増加に伴う契約負債の増加や新規借入等により前連結会計年度末に比べて9,003百万円増加

し、103,895百万円となりました。

純資産は、親会社株主に帰属する当期純利益を26,245百万円計上したこと等から、前連結会計年度末に比べて25,243

百万円増加して105,142百万円となり、当連結会計年度末の自己資本比率は4.6ポイント増の50.0％となりました。

新造船事業においては進水時までに原価の85％の支払いが発生しているにも関わらず入金額が30～40％にすぎず、特

に建造期間の長い大型船では造船所側の資金負担が重く、修繕船事業においても工事の大型化・長期化に関わらず工

事代金の支払いが殆ど完工後で資金負担が重い状況にあります。

当社は「大型設備投資は不況時に」を原則に伊万里事業所の完成度を高めてまいりましたが、不況時における設備投

資の過半を転換社債や増資で得た自己資金で賄ってきたことから、当連結会計年度末の有利子負債比率は17.0％と至

って低水準で健全な状態にあります。

しかしながら、新造船事業や修繕船事業における運転資金負担の特異性、特に環境対応船の建造期間の長期化や研究

開発の増加、函館どつく株式会社と佐世保重工業株式会社の老朽設備の更新と増強、当社伊万里事業所をはじめとす

る各工場のスマートファクトリー化などによる事業基盤強化など、さらなる成長のための長期資金の需要増に対応す

るために、直接金融に加えて有利子負債比率80％を限度に長期借入金の増額と当座貸越の増枠などの資金調達の方策

を検討してまいります。
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（３）当期のキャッシュ・フローの概況

当連結会計年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」と言う）は、前連結会計年度末に比べ34,754百万円増

加し、90,140百万円となりました。

営業活動によるキャッシュ・フローは、業績の改善に加え、新造船の受注増により契約負債が増加したこと等により、

37,727百万円の資金の増加になりました。

投資活動によるキャッシュ・フローは、固定資産の取得等により、5,258百万円の資金の減少になりました。

財務活動によるキャッシュ・フローは、新規借入等により、2,287百万円の資金の増加になりました。

（４）今後の見通し

① 次期（2026年３月期）の見通し （単位：百万円）

当期実績
(2025年３月期)

次期見通し
(2026年３月期)

増減額 増減率

売上高 159,227 158,000 △1,227 △0.8％

営業利益 29,466 21,000 △8,466 △28.7％

経常利益 29,504 21,000 △8,504 △28.8％

親会社株主に帰属する
当期純利益

26,245 15,000 △11,245 △42.8％

※次期売上計上予定の対象となる未ヘッジ外貨は700百万米ドルで１米ドル当たり145円を前提としております。

次期（2026年３月期）におきましては、当期（2025年３月期）同様に新造船事業はグループ戦略商品と位置付けたハ

ンディ型撒積運搬船の連続建造とＬＮＧ二元燃料船や需要が増え始めた大型撒積運搬船の建造とを組み合わせたプロ

ダクトミックスにより収益の最大化を目指してまいります。

次期売上高はドルベースでは当期比増でありますが、当期における売上高平均レート実績が１米ドル当たり150円であ

ったのに対して次期想定レートを145円としているため、円換算後の売上高予想値は当期実績と比較して減少しており

ます。

利益面につきましては円高想定による売上減に加えて、鋼材や主機などの材料費の高騰懸念と人件費上昇の影響もあ

って製造原価が増加しており、更に次世代燃料船の研究開発や当社伊万里事業所を中心とするデジタルトランスフォ

ーメーション（ＤＸ）化推進などに伴う費用を織り込み、加えて税務上の繰越欠損金の回収が進み課税負担が増加す

ること等から、当期実績と比較して大幅な減益の見通しであります。

なお、今般の各国の関税措置等が当社グループの事業および業績に与える影響を合理的に見積もることは困難なため、

次期業績予想には織り込んでおりません。

② 次期（2026年３月期）の配当の見通し

当社は、安定的かつ継続的な配当による株主還元と経営体質の強化および将来の事業展開等の企業価値向上のバラン

スを計りながら、当期および将来の業績見通しや業界動向に加え、財務状況や今後の事業戦略を総合的に勘案して配

当額を決定することとしております。

次期（2026年３月期）の配当につきましては、当期の実績と次期を含めた今後の業績見通し、財務状況等を勘案し、

中間配当予想および期末配当予想を１株当たりそれぞれ20円、年間計40円とさせていただく予定であります。

２．会計基準の選択に関する基本的な考え方

当企業集団は、連結財務諸表の期間比較可能性及び企業間の比較可能性を考慮し、当面は、日本基準で連結財務諸表を

作成する方針であります。

なお、ＩＦＲＳ（国際財務報告基準）の適用につきましては、国内外の諸情勢や国内他社のＩＦＲＳ採用動向を踏まえ

つつ、適切に対応していく方針であります。
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３．連結財務諸表及び主な注記

（１）連結貸借対照表

(単位：百万円)

前連結会計年度
(2024年３月31日)

当連結会計年度
(2025年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 55,386 90,140

受取手形、売掛金及び契約資産 45,827 40,099

商品及び製品 95 70

仕掛品 3,169 3,156

原材料及び貯蔵品 1,642 1,966

前渡金 1,171 3,124

その他 2,981 2,843

貸倒引当金 △78 △88

流動資産合計 110,193 141,310

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 9,970 10,170

ドック船台 1,911 1,901

機械装置及び運搬具 3,811 4,570

船舶 3,069 3,307

工具、器具及び備品 715 808

土地 10,579 11,352

リース資産 620 599

建設仮勘定 255 810

有形固定資産合計 30,930 33,517

無形固定資産

ソフトウエア 337 454

電話加入権 19 19

その他 1 0

無形固定資産合計 357 473

投資その他の資産

投資有価証券 31,531 32,552

長期貸付金 25 27

繰延税金資産 1,067 475

その他 712 705

貸倒引当金 △24 △22

投資その他の資産合計 33,311 33,737

固定資産合計 64,598 67,727

資産合計 174,791 209,037



株式会社名村造船所(7014) 2025年３月期 決算短信

－7－

(単位：百万円)

前連結会計年度
(2024年３月31日)

当連結会計年度
(2025年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 17,464 16,475

電子記録債務 7,533 4,502

短期借入金 3,505 4,873

リース債務 214 232

未払法人税等 2,681 2,460

契約負債 33,402 40,807

保証工事引当金 698 634

工事損失引当金 152 243

役員賞与引当金 74 79

設備関係支払手形 24 21

設備関係電子記録債務 258 247

その他 5,966 7,837

流動負債合計 71,971 78,410

固定負債

長期借入金 9,255 12,853

リース債務 318 282

繰延税金負債 6,043 5,548

役員退職慰労引当金 26 28

特別修繕引当金 201 257

環境対策引当金 17 17

退職給付に係る負債 5,656 5,112

資産除去債務 867 851

その他 538 537

固定負債合計 22,921 25,485

負債合計 94,892 103,895

純資産の部

株主資本

資本金 8,189 8,200

資本剰余金 26,956 27,083

利益剰余金 25,282 49,099

自己株式 △5 △6

株主資本合計 60,422 84,376

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 17,899 18,323

繰延ヘッジ損益 57 △15

為替換算調整勘定 952 1,042

退職給付に係る調整累計額 88 706

その他の包括利益累計額合計 18,996 20,056

新株予約権 266 332

非支配株主持分 215 378

純資産合計 79,899 105,142

負債純資産合計 174,791 209,037
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（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書

連結損益計算書

(単位：百万円)
前連結会計年度

(自 2023年４月１日
至 2024年３月31日)

当連結会計年度
(自 2024年４月１日
至 2025年３月31日)

売上高 135,006 159,227

売上原価 112,083 122,919

売上総利益 22,923 36,308

販売費及び一般管理費

役員報酬 439 481

給料及び手当 2,315 2,541

退職給付費用 179 149

福利厚生費 593 628

賃借料 292 318

租税公課 606 632

旅費及び交通費 182 221

通信費 71 82

研究開発費 643 556

設計開発費 107 79

その他 1,003 1,155

販売費及び一般管理費合計 6,430 6,842

営業利益 16,493 29,466

営業外収益

受取利息 18 58

受取配当金 1,321 1,161

雇用調整助成金 2 －

為替差益 2,485 －

持分法による投資利益 24 39

受取保険金 69 －

その他 121 157

営業外収益合計 4,040 1,415

営業外費用

支払利息 248 196

支払手数料 32 29

固定資産除売却損 114 70

為替差損 － 792

台風による損失 46 69

その他 86 221

営業外費用合計 526 1,377

経常利益 20,007 29,504

特別利益

投資有価証券売却益 － 87

関係会社清算益 21 －

関係会社株式売却益 30 －

特別利益合計 51 87

特別損失

減損損失 2 1

特別損失合計 2 1
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(単位：百万円)
前連結会計年度

(自 2023年４月１日
至 2024年３月31日)

当連結会計年度
(自 2024年４月１日
至 2025年３月31日)

税金等調整前当期純利益 20,056 29,590

法人税、住民税及び事業税 2,787 3,556

法人税等調整額 △2,887 △498

法人税等合計 △100 3,058

当期純利益 20,156 26,532

非支配株主に帰属する当期純利益 202 287

親会社株主に帰属する当期純利益 19,954 26,245
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連結包括利益計算書

(単位：百万円)
前連結会計年度

(自 2023年４月１日
至 2024年３月31日)

当連結会計年度
(自 2024年４月１日
至 2025年３月31日)

当期純利益 20,156 26,532

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 9,843 414

繰延ヘッジ損益 28 △72

為替換算調整勘定 183 103

退職給付に係る調整額 367 624

持分法適用会社に対する持分相当額 0 △14

その他の包括利益合計 10,421 1,055

包括利益 30,577 27,587

（内訳）

親会社株主に係る包括利益 30,362 27,304

非支配株主に係る包括利益 215 283
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（３）連結株主資本等変動計算書

前連結会計年度(自 2023年４月１日 至 2024年３月31日)

(単位：百万円)

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 8,168 33,934 △979 △5 41,118

当期変動額

新株の発行（新株予約権

の行使）
21 22 43

欠損填補 △6,654 6,654 －

剰余金の配当 △346 △347 △693

親会社株主に帰属する当

期純利益
19,954 19,954

自己株式の取得 △0 △0

自己株式の処分 0 0 0

連結子会社に対する持分

変動に伴う資本剰余金の

増減

－

株主資本以外の項目の当

期変動額（純額）

当期変動額合計 21 △6,978 26,261 △0 19,304

当期末残高 8,189 26,956 25,282 △5 60,422

その他の包括利益累計額

新株予約権
非支配株主

持分
純資産合計その他有価証

券評価差額金

繰延ヘッジ

損益

為替換算調整

勘定

退職給付に係

る調整累計額

その他の包括

利益累計額合

計

当期首残高 8,070 29 770 △281 8,588 258 － 49,964

当期変動額

新株の発行（新株予約権

の行使）
△43 0

欠損填補 －

剰余金の配当 △693

親会社株主に帰属する当

期純利益
19,954

自己株式の取得 △0

自己株式の処分 0

連結子会社に対する持分

変動に伴う資本剰余金の

増減

－

株主資本以外の項目の当

期変動額（純額）
9,829 28 182 369 10,408 51 215 10,674

当期変動額合計 9,829 28 182 369 10,408 8 215 29,935

当期末残高 17,899 57 952 88 18,996 266 215 79,899
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当連結会計年度(自 2024年４月１日 至 2025年３月31日)

(単位：百万円)

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 8,189 26,956 25,282 △5 60,422

当期変動額

新株の発行（新株予約権

の行使）
11 10 21

欠損填補 －

剰余金の配当 △2,428 △2,428

親会社株主に帰属する当

期純利益
26,245 26,245

自己株式の取得 △1 △1

自己株式の処分 0 0 0

連結子会社に対する持分

変動に伴う資本剰余金の

増減

117 117

株主資本以外の項目の当

期変動額（純額）

当期変動額合計 11 127 23,817 △1 23,954

当期末残高 8,200 27,083 49,099 △6 84,376

その他の包括利益累計額

新株予約権
非支配株主

持分
純資産合計その他有価証

券評価差額金

繰延ヘッジ

損益

為替換算調整

勘定

退職給付に係

る調整累計額

その他の包括

利益累計額合

計

当期首残高 17,899 57 952 88 18,996 266 215 79,899

当期変動額

新株の発行（新株予約権

の行使）
△21 0

欠損填補 －

剰余金の配当 △2,428

親会社株主に帰属する当

期純利益
26,245

自己株式の取得 △1

自己株式の処分 0

連結子会社に対する持分

変動に伴う資本剰余金の

増減

117

株主資本以外の項目の当

期変動額（純額）
424 △72 90 618 1,060 87 163 1,310

当期変動額合計 424 △72 90 618 1,060 66 163 25,243

当期末残高 18,323 △15 1,042 706 20,056 332 378 105,142
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（４）連結キャッシュ・フロー計算書

(単位：百万円)
前連結会計年度

(自 2023年４月１日
至 2024年３月31日)

当連結会計年度
(自 2024年４月１日
至 2025年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益 20,056 29,590

減価償却費 3,588 3,447

減損損失 2 1

貸倒引当金の増減額（△は減少） 15 8

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 193 79

環境対策引当金の増減額（△は減少） △58 △10

工事損失引当金の増減額（△は減少） △746 91

その他の引当金の増減額（△は減少） 369 3

受取利息及び受取配当金 △1,339 △1,219

支払利息 248 196

為替差損益（△は益） △266 △2

雇用調整助成金 △2 －

持分法による投資損益（△は益） △24 △39

固定資産除売却損益（△は益） 114 70

投資有価証券売却損益（△は益） － △87

関係会社清算益 △21 －

関係会社株式売却損益（△は益） △30 －

売上債権及び契約資産の増減額（△は増加） △12,637 5,728

棚卸資産の増減額（△は増加） △46 △238

前渡金の増減額（△は増加） 2,701 △2,021

仕入債務の増減額（△は減少） 5,088 △4,020

契約負債の増減額（△は減少） 8,206 7,472

その他 1,534 1,388

小計 26,945 40,436

利息及び配当金の受取額 1,339 1,219

利息の支払額 △239 △205

雇用調整助成金の受取額 2 －

法人税等の支払額 △852 △3,769

法人税等の還付額 210 45

営業活動によるキャッシュ・フロー 27,405 37,727

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △1,800 △5,302

有形固定資産の売却による収入 90 145

無形固定資産の取得による支出 △133 △239

投資有価証券の取得による支出 △20 △3

投資有価証券の売却及び償還による収入 － 136

貸付けによる支出 △13 △13

貸付金の回収による収入 11 12

その他 △54 6

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,919 △5,258
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(単位：百万円)
前連結会計年度

(自 2023年４月１日
至 2024年３月31日)

当連結会計年度
(自 2024年４月１日
至 2025年３月31日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入れによる収入 9,575 4,368

短期借入金の返済による支出 △9,575 △4,268

長期借入れによる収入 3,767 7,070

長期借入金の返済による支出 △2,297 △2,203

配当金の支払額 △693 △2,428

リース債務の返済による支出 △206 △240

連結の範囲の変更を伴わない子会社株式の取得
による支出

－ △11

その他 △0 △1

財務活動によるキャッシュ・フロー 571 2,287

現金及び現金同等物に係る換算差額 △127 △2

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 25,930 34,754

現金及び現金同等物の期首残高 29,456 55,386

現金及び現金同等物の期末残高 55,386 90,140
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（５）連結財務諸表に関する注記事項

(継続企業の前提に関する注記)

該当事項はありません。

(連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項)

１ 連結の範囲に関する事項

(1)連結子会社数 13社

主要な連結子会社の名称

函館どつく株式会社、佐世保重工業株式会社

(2)非連結子会社数 １社

有限会社函館厚生商事

非連結子会社は小規模会社であり合計の総資産、売上高、当期純利益(持分に見合う額)および利益剰余金(持分に

見合う額)等はいずれも連結財務諸表に重要な影響を及ぼしていないため、連結の範囲から除外しております。

２ 持分法の適用に関する事項

(1)持分法を適用した関連会社数 １社

函館ポートサービス株式会社

なお、エヌアイ カラマリ マリタイム社は清算結了により、持分法適用の範囲から除外しております。

(2)持分法を適用していない非連結子会社数および関連会社数

(ア)非連結子会社数 １社

有限会社函館厚生商事

(イ)関連会社数 ２社

伊万里湾ポートサービス株式会社

函館めっき株式会社

これらの持分法を適用していない非連結子会社および関連会社は、それぞれ連結純損益(持分に見合う額)および

利益剰余金(持分に見合う額)等に及ぼす影響が軽微であり、かつ全体としても重要性がないため、持分法の適用

から除外しております。

３ 連結子会社の事業年度等に関する事項

連結財務諸表の作成にあたっては、連結子会社のうち決算日が12月31日の会社６社については同日現在の財務諸表

を使用し、連結決算日との間に生じた重要な取引については、連結上必要な調整をおこなっております。

４ 会計方針に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準および評価方法

(ア)有価証券

(a) 満期保有目的の債券

償却原価法(定額法)

(b) その他有価証券

[市場価格のない株式等以外のもの]

時価法

(評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定)

[市場価格のない株式等]

移動平均法による原価法
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(イ)デリバティブ取引により生じる債権および債務

時価法

(ウ)棚卸資産

通常の販売目的で保有する棚卸資産

評価基準は原価法(貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方法)によっております。

(a) 商品及び製品、仕掛品

主として個別法

(b) 原材料及び貯蔵品

主として移動平均法

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

(ア)有形固定資産(リース資産を除く)

定率法

ただし、当社および国内連結子会社については、1998年４月１日以降に取得した建物(建物附属設備を除く)

および2016年４月１日以降に取得した建物附属設備および構築物については、定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物及び構築物 10年～47年

機械装置及び運搬具 ５年～10年

(イ)無形固定資産(リース資産を除く)

定額法

ただし、ソフトウエア(自社利用分)については、社内における利用可能年数(５年)に基づく定額法を採用し

ております。

(ウ)リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

(3) 重要な引当金の計上基準

(ア)貸倒引当金

債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率に基づき、貸倒懸念債権等特定の債権につい

ては個別に債権の回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

(イ)保証工事引当金

新造船やその他のアフターサービスに対する支出に備えるため、保証工事見込額を実績率に基づいて計上し

ております。

(ウ)工事損失引当金

当連結会計年度末手持受注工事のうち損失が確実視される工事の翌連結会計年度以降に発生が見込まれる損

失に備えるため、合理的な見積額を計上しております。

(エ)役員賞与引当金

役員に対して支給する賞与の支出に充てるため、当連結会計年度における支給見込額に基づき計上しており

ます。

(オ)役員退職慰労引当金

一部の連結子会社の役員の退職慰労金の支出に備えるため、役員退職慰労金支給規則に基づく当連結会計年

度末要支給額を計上しております。

(カ)特別修繕引当金

船舶の定期検査工事の支出に備えるため、当連結会計年度に負担すべき支出見積額を計上しております。

(キ)環境対策引当金

ＰＣＢ(ポリ塩化ビフェニル)等の廃棄物処理の支出に備えるため、合理的に見積った額を計上しておりま

す。

(4) 退職給付に係る会計処理の方法

(ア)退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法については、

給付算定式基準によっております。
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(イ)数理計算上の差異および過去勤務費用の費用処理方法

数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(14年等)による定額法によ

り、翌連結会計年度から費用処理しております。過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数(14年等)による定額法により、費用処理しております。

(ウ)小規模企業等における簡便法の採用

一部の連結子会社は、退職給付に係る負債および退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要支

給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。

(5) 重要な収益および費用の計上基準

当社および連結子会社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容およ

び当該履行義務を充足する通常の時点(収益を認識する通常の時点)は以下のとおりであります。

当社グループは、船舶、鉄鋼構造物および舶用機械の製造販売ならびに船舶の修繕を主要な事業内容として

おり、工事の施工ならびに完成品を引き渡す履行義務を負っております。一定の期間にわたり履行義務が充

足される請負契約については、期間がごく短い工事を除き、履行義務の充足に係る進捗度を見積り、当該進

捗度に基づき一定の期間にわたり収益を認識しております。契約における取引開始日から完全に履行義務を

充足すると見込まれる時点までの期間がごく短い工事契約については代替的な取扱いを適用し、一定の期間

にわたり収益を認識せず、完全に履行義務を充足した時点で収益を認識しております。

(6) 重要な外貨建の資産および負債の本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権・債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理して

おります。

なお、在外子会社等の資産および負債は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、収益および費用

は期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定および非支配株主持

分に含めて計上しております。

(7) 重要なヘッジ会計の処理方法

(ア)繰延ヘッジ等のヘッジ会計の方法

予定取引により将来発生する外貨建金銭債権・債務に対する為替予約によるヘッジについては繰延ヘッジ会

計を適用しております。

また、為替予約が付されている外貨建金銭債権・債務等については、振当処理をおこない、特例処理の要件

を満たす金利スワップについては、特例処理を採用しております。

(イ)ヘッジ手段とヘッジ対象

[ヘッジ手段]

デリバティブ取引

(為替予約取引、金利スワップ取引)

[ヘッジ対象]

相場変動等によるリスクを保有しているもの

(外貨建金銭債権・債務、変動金利借入)

(ウ)ヘッジ方針

デリバティブ取引取扱規程に基づき、為替、金利変動リスクをヘッジしております。

(エ)ヘッジ有効性評価の方法

ヘッジ対象の相場変動またはキャッシュ・フロー変動の累計とヘッジ手段の相場変動またはキャッシュ・フ

ロー変動の累計とを比較して判断しております。

(オ)その他

デリバティブ取引についての基本方針を定めた取扱規程を取締役会で決定しております。取引の実行および

管理は経営管理部がおこなっており、取引状況は、取締役会に報告しております。

(8) 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

連結キャッシュ・フロー計算書における資金(現金及び現金同等物)は、手許現金、随時引き出し可能な預金お

よび容易に換金可能であり、かつ、価値の変動については僅少なリスクしか負わない取得日から３ヶ月以内に

償還期限の到来する短期投資からなっております。
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(会計方針の変更)

（「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」等の適用）

「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号 2022年10月28日。以下「2022年改正

会計基準」という。）等を第１四半期連結会計期間の期首から適用しております。

法人税等の計上区分（その他の包括利益に対する課税）に関する改正については、2022年改正会計基準第20－３

項ただし書きに定める経過的な取扱いおよび「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針

第28号 2022年10月28日。以下「2022年改正適用指針」という。）第65－２項(2)ただし書きに定める経過的な取

扱いに従っております。これによる連結財務諸表への影響はありません。

また、連結会社間における子会社株式等の売却に伴い生じた売却損益を税務上繰り延べる場合の連結財務諸表に

おける取扱いの見直しに関連する改正については、2022年改正適用指針を当連結会計年度の期首から適用してお

ります。当該会計方針の変更は、遡及適用され、前連結会計年度については遡及適用後の連結財務諸表となって

おります。これによる前連結会計年度の連結財務諸表への影響はありません。

(セグメント情報等)

(セグメント情報)

１ 報告セグメントの概要

(１)報告セグメントの決定方法

当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会

が、経営資源の配分の決定および業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

当社グループは、船舶、鉄鋼構造物及び機械の製造販売ならびに船舶の修繕を主な事業内容としており、当社および

当社の連結子会社が各々独立した経営単位として、事業活動を展開しております。

従って、当社グループは、事業部および中核子会社を基礎とした製品・サービス別セグメントから構成されており、

「新造船事業」、「修繕船事業」、「鉄構・機械事業」および「その他事業」の４つを報告セグメントとしておりま

す。

(２)各報告セグメントに属する製品およびサービスの種類

「新造船事業」は、各種船舶の製造販売をしております。「修繕船事業」は、函館どつく株式会社および佐世保重工

業株式会社が営んでいる事業で各種船舶の修繕および解体をしております。「鉄構・機械事業」は、主に当社におい

て鉄鋼構造物の製造販売、佐世保重工業株式会社においてクランク軸等の舶用機械の製造販売をしております。「そ

の他事業」は、主にソフトウエア開発、海運、卸売、設備工事等をしております。

２ 報告セグメントごとの売上高、利益または損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、棚卸資産の評価基準を除き、「連結財務諸表作成のための基本

となる重要な事項」における記載と概ね同一であります。

報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値であります。セグメント間の内部収益および振替高は市場実勢価格

に基づいております。
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３ 報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報

前連結会計年度(自 2023年４月１日 至 2024年３月31日)
(単位：百万円)

報告セグメント

合計
調整額
(注)１

連結財務
諸表計上
額(注)２新造船 修繕船 鉄構・機械 その他

売上高

外部顧客への売上高 102,834 18,990 6,858 6,324 135,006 － 135,006

セグメント間の内部
売上高又は振替高

－ － － 530 530 △530 －

計 102,834 18,990 6,858 6,854 135,536 △530 135,006

セグメント利益又は
セグメント損失(△)

16,780 1,766 △122 511 18,935 △2,442 16,493

セグメント資産 111,950 20,176 6,397 9,589 148,112 26,679 174,791

その他の項目

減価償却費 1,651 806 180 668 3,305 283 3,588

有形固定資産及び
無形固定資産の増加
額

1,244 709 95 61 2,109 224 2,333

(注) １ セグメント利益又はセグメント損失の調整額△2,442百万円には、セグメント間取引消去△10百万円および
各報告セグメントに配分していない全社費用△2,432百万円が含まれております。全社費用は、主に当社の
総務部、経営管理部等の管理部門に係る費用であります。

２ セグメント資産の調整額26,679百万円には、セグメント間取引消去△32,022百万円および各報告セグメント
に配分していない全社資産58,701百万円が含まれております。

３ セグメント利益又はセグメント損失は、連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

当連結会計年度(自 2024年４月１日 至 2025年３月31日)
(単位：百万円)

報告セグメント

合計
調整額
(注)１

連結財務
諸表計上
額(注)２新造船 修繕船 鉄構・機械 その他

売上高

外部顧客への売上高 122,877 23,041 6,225 7,084 159,227 － 159,227

セグメント間の内部
売上高又は振替高

－ － － 732 732 △732 －

計 122,877 23,041 6,225 7,816 159,959 △732 159,227

セグメント利益 27,572 3,636 115 836 32,159 △2,693 29,466

セグメント資産 137,881 26,063 7,818 10,383 182,145 26,892 209,037

その他の項目

減価償却費 1,722 784 155 499 3,160 287 3,447

有形固定資産及び
無形固定資産の増加
額

3,409 1,233 239 811 5,692 631 6,323

(注) １ セグメント利益の調整額△2,693百万円には、セグメント間取引消去△23百万円および各報告セグメントに
配分していない全社費用△2,670百万円が含まれております。全社費用は、主に当社の総務部、経営管理部
等の管理部門に係る費用であります。

２ セグメント資産の調整額26,892百万円には、セグメント間取引消去△34,832百万円および各報告セグメント
に配分していない全社資産61,724百万円が含まれております。

３ セグメント利益は、連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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(１株当たり情報)

項目
前連結会計年度
(2024年３月31日)

当連結会計年度
(2025年３月31日)

(1) １株当たり純資産額 1,145円39銭 1,505円29銭

(算定上の基礎)

純資産の部の合計額 (百万円) 79,899 105,142

普通株主に帰属しない金額 (百万円) 481 710

(うち新株予約権) (百万円) 266 332

(うち非支配株主持分) (百万円) 215 378

普通株式に係る期末の純資産額 (百万円) 79,418 104,432

１株当たり純資産額の算定に用いられた
期末の普通株式の数

(千株) 69,336 69,376

項目
前連結会計年度

(自 2023年４月１日
至 2024年３月31日)

当連結会計年度
(自 2024年４月１日
至 2025年３月31日)

(2) １株当たり当期純利益 287円86銭 378円35銭

(算定上の基礎)

親会社株主に帰属する当期純利益 (百万円) 19,954 26,245

普通株主に帰属しない金額 (百万円) － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する
当期純利益

(百万円) 19,954 26,245

普通株式の期中平均株式数 (千株) 69,318 69,367

(3) 潜在株式調整後１株当たり当期純利益 285円52銭 375円33銭

(算定上の基礎)

普通株式増加数 (千株) 567 558

(うち新株予約権) (千株) 567 558

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後
１株当たり当期純利益の算定に含めなかった
潜在株式の概要

(千株)
－ －

(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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４．その他

（１）生産、受注及び販売の状況

(1) 生産実績

当連結会計年度における生産実績をセグメントごとに示すと次のとおりであります。

セグメントの名称 生産高(百万円) 前年同期増減率(％)

新造船事業 96,235 △3.5

修繕船事業 18,550 13.1

鉄構・機械事業 5,805 △13.8

その他事業 6,355 9.2

合計 126,945 △1.3

(注) 上記の金額は、「収益認識に関する会計基準」等によらず、工事の完成・引渡時点をもって算定された金
額を記載しております。

(2) 受注実績

当連結会計年度における受注実績をセグメントごとに示すと次のとおりであります。

セグメントの名称 受注高(百万円)
前年同期
増減率(％)

受注残高(百万円) 前期末増減率(％)

新造船事業 201,561 38.9 394,070 26.8

修繕船事業 19,915 △7.5 5,324 △50.3

鉄構・機械事業 6,136 14.9 5,403 △21.8

その他事業 7,180 3.3 1,696 △16.4

合計 234,792 31.2 406,493 23.0

(注) 上記の金額は、「収益認識に関する会計基準」等によらず、工事の完成・引渡時点をもって算定された金
額を記載しております。

(3) 販売実績

当連結会計年度における販売実績をセグメントごとに示すと次のとおりであります。

セグメントの名称 販売高(百万円) 前年同期増減率(％)

新造船事業 133,643 57.3

修繕船事業 25,306 33.0

鉄構・機械事業 7,640 △3.0

その他事業 7,513 9.8

合計 174,102 46.7

(注) 上記の金額は、「収益認識に関する会計基準」等によらず、工事の完成・引渡時点をもって算定された金
額を記載しております。
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（２）役員の異動

法令に定める監査役の員数を欠くことになる場合に備え、予め補欠監査役１名を選任するものであります。

なお、2025年６月24日開催予定の当社第126回定時株主総会における補欠監査役の選任決議を前提条件といたしま

す。

再任予定補欠監査役

山 本 紀 夫 （弁護士）


